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浸水被害の解消を目指して 

～「大和川流域における総合治水の推進に関する条例」を施行します！～ 

 

奈良県県土マネジメント部河川課 井上 貴照

 

１.はじめに 

 奈良県の大和川流域は、四方を山地に囲まれた盆地であり、唯一

の出口である亀の瀬は狭窄部であるため、雨水がたまりやすい地形

です。また、京阪神地区に隣接し、交通の利便性が高いことから、

昭和 30 年代後半の高度経済成長期以後、流域の開発が急速に進展し

たことによって雨水の流出量が増加し、浸水被害が発生しやすい状

況になりました。現に昭和 57 年 8月には、10000 戸以上の浸水被害

が発生した「大和川大水害」を経験しました。そこで、水を安全に

ながすことを目的とした「ながす対策」に加え、流域の保水力を高

め、雨水の河川への流出を抑制することを目的とした「ためる対策」

を組み合わせた総合治水対策を昭和 58 年から取り組んできました。 

しかし、総合治水を始めて 30 年以上が経過し、様々な課題が発生しています。その課題を解決するととも

に、総合治水対策の取組強化を図るために条例の制定が必要と考えました。 

ここでは、平成 30 年 4月 1 日に施行していく「大和川流域における総合治水の推進に関する条例」を、以下

に紹介させていただきます。 

 

２.背景 

昭和 57 年 8 月の「大和川大水害」を契機に、当時の建設省、奈良県、大和川流域 25 市町村からなる「大

和川流域総合治水対策協議会」を昭和 58 年 2月に設立しました。その協議会において、「ながす対策」と「た

める対策」でそれぞれの分担量を決定した大和川流域整備計画を昭和 60 年 7月に策定しました。また、整備

計画を基に県と市町村の流域対策（雨水貯留浸透施設及びため池治水利用施設）の最小必要量を決定した大

和川流域整備計画実施要領を策定しています。これまで、この大和川の分担量を目指して、「ながす対策」で

は河川改修や遊水地、ダムなどの川の水を安全に流す施設整備を行い、「ためる対策」では防災調整池や雨水

貯留浸透施設、ため池治水利用などのためる機能と保水機能で河川への流出を抑制する対策を行ってきまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



しかし、近年その「ためる対策」で次のような課題が発生しました。 

○市町村による「ためる対策」の低迷 

 県と市町村は、大和川流域整備計画実施要領で定めた最小必要量を目指して雨水貯留浸透施設とため池治

水利用施設の整備を行っています。しかし、市町村のため池治水利用施設は目標に対して平成 28 年 3月末時

点で約 43％と低迷しています。また、目標を達成した市町村がある一方で、ほとんど実施していない市町村

があるなど、その取り組み状況にバラツキが出始めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○防災調整池等の設置対象とならない小規模開発の増加 

 これまで 3,000 ㎡以上の開発行為については、開発行為等に

よる雨水流出量の増加を抑制するための防災調整池等の設置

を指導してきましたが、近年、防災調整池等の設置対象となら

ない 3,000 ㎡未満の開発行為が増加していることや適切な維

持管理がなされていない防災調整池等が存在するなどの課題

が発生しています。 

 

○ため池の減少による保水力の低下 

 大和川流域内に存在するため池は水田などの減少に伴い、約

15 年で約 400 個も減少しています。開発行為などに伴いため池

を潰廃する場合は、防災調整池等の容量を増やして保全に努め

ていますが、開発行為にあたらない場合のため池の潰廃は対策

がとられていないのが現状です。 

 

○浸水区域の土地利用 

 市町村が都市計画法に基づき、市街化調整区域内でまちづくりや開発をする計画を策定している地区の中

には、浸水実績のある区域を編入してきた経緯があります。浸水被害のおそれのある区域において市街化を

図ると自らが浸水被害に遭うリスクが高まります。また、盛土を行うと周囲に浸水区域が拡大してしまいま

す。 

 

 

 

 

 

図 1 市町村の雨水貯留浸透施設とため池治水利用施設 対策率 

図 2 大和川流域内の開発許可面積割合の変化 

図 3 大和川流域内のため池の変遷 
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「ためる対策」 

３.条例の概要 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

このような課題を解決していくには、県、県民、事業者の責務を定め、一体となった取り組みが必要とな

ることから、条例を制定しました。 

条例をに施行することによって、これまで取り組んできた「ながす対策」と「ためる対策」を強化し、浸水

区域での土地利用を抑制する「ひかえる対策」を新たに取り組んでいきます。具体的には次のようになりま

す。 

 

○開発等にともなう防災調整池等について 

・防災調整池等の設置対象面積の引き下げ      

 大和川流域において、防災調整池等の設置対象面積 

を 3000 ㎡から 1000 ㎡に引き下げることにし、右記の 

特定開発行為に該当する場合には、知事が定める基準 

に基づき、防災調整池その他知事が必要と認める施設 

（防災調整池等）をしなければなりません。 

 

・特定開発行為にともなう義務について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




